（様式１）

平成３０年度リサーチ・アシスタント（ＲＡ）採用協議について

　　○○○研究科長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究組織の名称　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究組織の代表者　　

　下記の博士後期課程在学大学院生を運営費交付金によるRAとして採用することについて、協議いたします。

（項）教育研究経費（目）教育研究経費（事項）重点及び戦略的経費　TA・RA等経費
	採用計画No.
	
	

	大学院生氏名(性別)
	○○○○（男）
	○○○○（女）

	生年月日(年齢)
	○年○月○日生（○歳）
	○年○月○日生（○歳）

	専攻名
	○○専攻(特に○○に関する研究)
	○○専攻(特に○○に関する研究)

	課程の教育における主たる指導教員の氏名
	○○○○
	○○○○

	研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等名
	○○○に関する研究
	○○○に関する研究

	上記の中心組織名
	○○系
	○○系

	上記研究プロジェクトの
研究代表者氏名
	○○○○
	○○○○

	RA受入教員氏名
	○○○○
	○○○○

	研究の概要
	
	

	業務の内容
	
	

	採用期間
	○年○月○日～○年○月○日
	○年○月○日～○年○月○日

	勤務時間
	週○時間×○週、延○時間
	週○時間×○週、延○時間

	時間当給与
	時給１,４７０円
	時給１,４７０円

	年間所要額
	年間　　　　　千円
	年間　　　　　千円

	その他
	
	


(※)１．本様式は、被雇用者である大学院生をＲＡとして採用の際に、所属する研究科長に対して協議を行うための書式である。

　２．「ＲＡ受入教員氏名」欄には、ＲＡが従事する研究プロジェクト等において、ＲＡに対し指導･助言を行う主な教員

の氏名を記入すること。（研究代表者であってもかまわない。）
　３．「研究の概要」欄には、大学院生がＲＡとして従事する研究プロジェクト等の具体的な内容について簡明に記入すること。
　４．「業務の内容」欄には、大学院生がＲＡとして行う研究補助業務の具体的内容について簡明に記入すること。
　５．「その他」欄には、採用予定の大学院生に対する各種支援の状況（授業料の減免状況、育英奨学金の貸与状況、日本学術
振興会の特別研究員（ＤＣ）への採用状況、ティーチング･アシスタントへの採用状況等）について簡明に記入すること。
（様式２）

平成３０度リサーチ・アシスタント（ＲＡ）事業終了報告書

	部局等名
	
	連絡先
	

	事務担当者
	（○○支援室○○係）
	
	


（項）教育研究経費（目）教育研究経費（事項）重点及び戦略的経費　TA・RA等経費
	大学院生氏名(性別)
	○○○○(男・女)
	所属研究科名

･所属専攻名

(具体的な内容)
	○○研究科

○○専攻

(特に○○○○に関する研究)

	生年月日
	西暦

　　　　年　月　日生(年齢)
	
	

	
	
	施 設 名
	○○研究施設

	研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等名
	○○○○に関する研究
	左の中心研究組織
	

	上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの

研究代表者氏名
	
	ＲＡ受入教員氏名
	

	業務の内容

(具体的に)
	大学院生がＲＡとして行う研究補助業務の具体的内容について簡明に記入すること。

	ＲＡとして活動した結果得られた成果等
	  ＲＡとして研究補助業務に従事させたことにより得られた成果等（研究活動の推進に関する効果、研究体制に関する効果及び若手研究者としての研究遂行能力の育成に関する効果等）について記入すること。


	
	　ＲＡとして研究補助業務を行ったことによるＲＡ自身の成果等を具体的かつ簡明に記入すること。

　上記に加えて研究成果発表等の活動がある際は、「該当会議名・開催日時・開催機関（場所）」等を一行程度に簡潔にまとめ、追加して記入してもよい。



	採用実績内訳
	採用期間
	勤務時間
	時間当給与
	実績額

	
	
	時間/週
	週/年
	計
	
	

	
	H●●.12.1

～
H●●.3.31
	時間

5

10
15
20
	週

2
3
4

5
	時間

200
	円

1,470
	円

294,000


(※)１．「業務の内容」欄は、大学院生がＲＡとして行う補助業務の具体的内容について簡明に記入すること
(※)２．「ＲＡとして活動した結果得られた成果等」欄には、ＲＡとして研究補助業務に従事させたことにより得られた成果等（研究活動の推進に関する効果、研究体制に関する効果及び若手研究者としての研究遂行能力の育成に関する効果等）及びＲＡとして研究補助業務を行ったことによるＲＡ自身の成果等を具体的かつ簡明に記入すること。上記に加えて研究成果発表等の活動がある際は、「該当会議名・開催日時・開催機関（場所）」等を一行程度に簡潔にまとめ、追加して記入してもよい。
 (　３．本報告書は、年度末までに対応支援室等を経由し、研究企画課研究推進係宛て提出願います。
